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第７４回国民体育大会茨城県準備委員会会則

（平成２４年５月２８日設立総会決定）

第１章 総則

（名称）

第１条 本会は，第７４回国民体育大会茨城県準備委員会（以下「準備委員会」という。）

と称する。

（目的）

第２条 準備委員会は，第７４回国民体育大会（以下「大会」という。）を茨城県におい

て開催するために必要な準備を行うことを目的とする。

（事業）

第３条 準備委員会は，前条の目的を達成するため，次に掲げる事業を行う。

（１）大会開催に必要な方針及び計画の策定に関すること

（２）大会における実施競技及び会場地市町村に関すること

（３）大会開催に必要な施設・設備の整備に関すること

（４）大会開催及び準備に係る経費に関すること

（５）関係行政機関及び関係機関との連絡調整に関すること

（６）前各号に掲げるもののほか，大会の開催に必要な準備に関すること

第２章 組織

（構成）

第４条 準備委員会は，会長及び委員をもって構成する。

２ 委員は，次に掲げる者のうちから会長が委嘱する。

（１）県及び市町村を代表する者

（２）県及び市町村の議会を代表する者

（３）関係競技団体，その他関係機関・団体を代表する者

（４）前各号に掲げる者のほか，大会開催の準備に関係ある者

（役員）

第５条 準備委員会に次の役員を置く。

（１）会 長 １名

（２）副 会 長 ８名以内

（３）常任委員 ６０名以内

（４）監 事 ３名以内

（役員の選任）

第６条 準備委員会の会長は，茨城県知事をもって充てる。

２ 副会長及び常任委員は，総会の承認を得て委員のうちから会長が委嘱する。

３ 監事は，総会の承認を得て会長が委嘱する。



（役員の職務）

第７条 会長は，準備委員会を代表し，会務を総理する。

２ 副会長は，会長を補佐し，会長に事故があるとき又は，欠けたときは，あらかじめ会

長が指名した副会長が，その職務を代理する。

３ 常任委員は，常任委員会を構成し，第１２条第７項に掲げる事項を審議する。

４ 監事は，準備委員会の財務を監督する。

（任期等）

第８条 委員及び役員（以下「委員等」という。）の任期は，委嘱されたときから準備委

員会の目的が達成され解散するまでとする。ただし，委員等が就任時におけるそれぞれ

の所属機関又は，団体等の役職を離れた場合は，その委員等は，辞任したものとみなし，

その後任者が前任者の残任期間を務めるものとする。

２ 会長は，委員等に特別な事情が生じたときは，その職を解き，必要に応じて補充する

ことができる。

３ 会長は，前２項の規定により委員等の変更があった場合は，次の総会において報告す

る。

（顧問及び参与）

第９条 準備委員会に，顧問及び参与を置くことができる。

２ 顧問及び参与は，会長が委嘱する。

３ 顧問は，会務の重要な事項について，会長の諮問に応じ助言を行う。

４ 参与は，会長が必要と認める事項について，会長の諮問に応じ助言を行う。

５ 前条の規定は，顧問及び参与の任期等について準用する。

６ 役員，委員，顧問及び参与は，無報酬とする。

第３章 会議

（会議の種類）

第 10条 準備委員会に，次の会議を置く。

（１）総会

（２）常任委員会

（３）専門委員会

（総会）

第 11条 総会は，会長及び委員をもって構成する。

２ 総会は，必要に応じて会長が招集する。

３ 総会の議長は，会長又は，会長が指名した者がこれにあたる。

４ 総会は，次に掲げる事項について審議し，決定する。

（１）大会の開催に必要な方針に関すること

（２）会則の制定及び改廃に関すること

（３）事業計画及び事業報告に関すること

（４）予算及び決算に関すること

（５）常任委員会に委任する事項に関すること

（６）その他重要な事項に関すること

５ 総会は，委員の過半数の出席がなければ開会し，議決することはできない。ただし，



総会に出席できない委員は，あらかじめ通知された事項について，代理人に権限を委任

し，又は，書面で議決に加わることができる。

６ 会議の議事は，出席委員（代理人に権限を委任し，又は，書面で議決に加わった者を

含む。）の過半数で決し，可否同数のときは，議長の決するところによる。

７ 会長は，必要に応じて顧問及び参与に総会への出席を求めることができる。

（常任委員会）

第 12条 常任委員会は，会長，副会長及び常任委員をもって構成する。

２ 委員長は，会長をもって充てる。

３ 副委員長は，副会長をもって充てる。

４ 常任委員会は，必要に応じ委員長が招集する。

５ 常任委員会の議長は，委員長又は，委員長が指名した者がこれにあたる。

６ 委員長に事故があるとき又は，欠けたときは，あらかじめ委員長が指名した者がその

職務を代理する。

７ 常任委員会は，次に掲げる事項について審議し，その結果を必要に応じて次の総会に

報告する。

（１）総会から委任された事項に関すること

（２）専門委員会の設置及び専門委員会への付託及び委任事項に関すること

（３）総会を招集するいとまのない緊急な事項に関すること

（４）その他，委員長が必要と認める事項に関すること

８ 前条第５項及び第６項の規定は常任委員会について準用する。

９ 第８条の規定は，常任委員の任期等について準用する。

（専門委員会）

第 13条 専門委員会は，会長が委嘱する専門委員をもって構成する。

２ 専門委員会は，常任委員会からの付託又は，委任された事項について調査・審議し，

その結果を常任委員会に報告する。

３ 前２項に定めるもののほか，専門委員会に関し必要な事項は，常任委員会に諮り，会

長が別に定める。

４ 第８条の規定は，専門委員の任期等について準用する。

第４章 会長の専決処分

（会長の専決処分）

第 14 条 会長は，総会及び常任委員会（以下「総会等」という。）を招集するいとまが

ないとき，又は，総会等の権限に属する事項で軽易なものについては，これを専決処分

することができる。

２ 前項の規定により専決処分したときは，会長はこれを次の総会等に報告し，承認を求

めなければならない。

第５章 事務局

（事務局）

第 15条 準備委員会の事務を処理するため，事務局を置く。

２ 事務局に関し必要な事項は，会長が別に定める。



第６章 財務

（経費）

第 16条 準備委員会の経費は，負担金及びその他の収入をもって充てる。

（予算及び決算）

第 17条 準備委員会の収支予算は，総会の議決により定め，収支決算は，監事の監査を

経て総会の承認を得なければならない。

（会計年度）

第 18条 準備委員会の会計年度は，毎年４月１日に始まり，翌年３月３１日までとする。

２ 準備委員会の会計に関し必要な事項は，会長が別に定める。

第７章 補則

（委任）

第 19条 この会則に定めるもののほか，準備委員会の運営に関し必要な事項は，会長が

別に定める。

（解散）

第 20条 準備委員会は，第２条に規定する目的が達成されたとき，総会の議決を経て解

散するものとする。

２ 準備委員会が解散するときに有する残余財産は，総会の議決を経て処分する。

附則

１ この会則は，平成２４年５月２８日から施行する。

２ 準備委員会の平成２４年度における会計年度は，第１８条第１項の規定にかかわらず，

平成２４年５月２８日に始まり，平成２５年３月３１日までとする。
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開催手続

平成２３年度（２０１１）

準備組織等
県 庁 内

会場地市町村

準備委員会

２年前

平成２５年度（２０１３）

６年前

第 ７４ 回 国 民 体 育 大 会 開 催 準 備 総 合 計 画

平成２６年度（２０１４）年 度

開催年前 ８年前（開催内々定）

平成３１年度（２０１９）

（開催年）

平成３０年度（２０１８）平成２４年度（２０１２）

１年前

平成２９年度（２０１７）平成２８年度（２０１６）

３年前（開催決定）

平成２７年度（２０１５）

４年前７年前 ５年前（開催内定）

国 体 準 備 委 員 会

大 会 実 施 本 部

会場地市町村国体準備委員会（随時設置） 会場地市町村国体実行委員会 市町村競技会実施本部

警 衛 本 部

総 会

常 任 委 員 会

総務 企画 専 門委 員会
警 備 ・ 消 防 専 門 委 員 会

国体・全国障害者スポーツ
大 会 実 行 委 員 会

正 規 視 察
（ 中 央 競 技 団 体 ）

県 議 会 開 催 決 議

開 催 申 請 書 提 出
（ 日 体 協 ・ 文 科 省 ）

総 合 視 察
（ 日 体 協 ・ 文 科 省 ）

中 央 競 技 団 体 視 察 開催地連絡協議会

国体担当（教育委員会内） 国 体 開 催 準 備 室
（ 教 育 委 員 会 内 ）

庁 内 推 進 本 部 会 議

業務の増加 ・細分化に応じて 、段階的に組織を拡充

県 行 幸 啓 本 部

最 終 総 会 ・ 解 散

会 期 決 定

募 金 推 進 委 員 会

広報・県民運動専門委員会
宿泊 ・ 衛生専門委員会

平成２５年２月１２日
第２回常任委員会決定

行幸啓関係

総合案内

会場地選定
・経費負担

文化プログラム

①
総務企画

準備委員会
組 織

全体計画

正式競技，公開競技，特別競技，
開・閉会式会場地市町村選定

競技団体及び市町村への意向調査・ヒアリング

文 化 プ ロ グ ラ ム 基 本 方 針

文化プログラムの準備（実施内容、会場地市町村、その他）

文 化 プ ロ グ ラ ム 実 施 計 画

警衛基本方針・基本計画、警備・警衛等実施計画、日程等調整

総 合 案 内 基 本 方 針 総合案内準備の推進

文 化 プ ロ グ ラ ム 実 施

第

74

回

国

民

体

育総 合 案 内

日 程 等 最 終 調 整

常 任 委 員 会

総務 企画 専 門委 員会
施設 整備 専 門委 員会
競技 運営 専 門委 員会

警 備 ・ 消 防 専 門 委 員 会

必要に応じて、各専門委員会内に部会を設置

開催基本方針 開 催 基 本 構 想

準 備 総 合 計 画 （ １ 次 ） 準 備 総 合 計 画 （ ２ 次 ） 準 備 総 合 計 画 （ ３ 次 ）

県 及 び 会 場 地 市 町 村 の
業 務 分 担 ・ 経 費 負 担 細 目

県 及 び 会 場 地 市 町 村 の
業務分担・経費負担基本方針

会場地市町村選定
基本方針・選定基準

大 会 報 告 書

募 金 推 進 委 員 会

文 化 プ ロ グ ラ ム 実 施 要 項 文 化 プ ロ グ ラ ム 募 集

広報・県民運動専門委員会
宿泊 ・ 衛生専門委員会
輸送 ・ 交通専門委員会
式 典 専 門 委 員 会

リ

ハ

専
門
委
員
会
等
の
業
務

競技運営

②
施設整備

競技・式典
会場

競技用具

③
競技運営

県
準
備
委
員
会

（
実
行
委
員
会

）

情報通信

④
広報・県民
運動

広報

（日体協協議）

競 技 運 営 基 本 方 針

競技用具整備基本方針・基本計画

リハーサル大会実施本部

記 録 業 務 基 本 方 針 記 録 関 係 業 務 基 本 計 画 記 録 関 係 業 務 運 営 要 項 記 録 本 部

競 技 会 日 程 決 定

総 監 督 者 会 議

デモスポ実施競技選定

警衛基本方針・基本計画、警備・警衛等実施計画、日程等調整

総 合 案 内 基 本 方 針 総合案内準備の推進

デ モ ス ポ 実 施 基 本 方 針

競 技 用 具 整 備 計 画 競技用具整備の推進

広報基本方針 ・ 基本計画

大会マスコットキャラクター，イメージソング 募集・決定
全 国 報 道 者 会 議

大 会 愛 称 ・ ス ロ ー ガ ン 募 集 ・ 決 定

広 報 紙 発 行 ， Ｈ Ｐ 開 設

ポスター，リーフレット等の各種広報媒体の作成及び広報の推進

開 催 内 定 イ ベ ン ト 開 催 開 催 決 定 イ ベ ン ト 開 催 開催１年前イベント開催

県民運動・県民参加の推進

体

育

大

会

・

第
19
回
全
国
障
害
者
ス
ポ
｜
ツ
大
会

総 合 案 内

日 程 等 最 終 調 整

競 技 役 員 等 養 成 計 画
競技役員等編成基本方針

実施予定競技選択基本方針 リハーサル大会開催基準要項 総合・競技別プログラム

競技役員等養成基本方針
競技役員等養成事業の推進

ダンス 募集・決定

競技役員等編成 （第１次 ）
競技役員等編成 （第 ２次 ） 競技役員等編成（最終）

競 技 施 設 整 備 基 本 方 針

国 体 競 技 施 設 基 準

競 技 施 設 整 備 計 画

情 報 通 信 基 本 方 針 情 報 通 信 基 本 計 画

情報通信システムの整備推進

情 報 通 信 本 部

県・市町村の競技施設及び式典会場の整備推進

リ

ハ

ー

サ

ル

大

会

開

催

開催１００日前イベント開催

報 道 本 部

宿泊

医事・衛生

⑤
宿泊・衛生

輸送・交通
⑥
輸送・交通

警備・消防
⑧
警備・消防

県民運動

⑦
式典

式典

募金・協賛募金

運動

募金・企業協賛の推進

（日体協協議）

宿 泊 基 本 方 針

宿 泊 基 礎 調 査 宿 泊 施 設 実 態 調 査

配宿計画，配宿調整，配宿システムの確立，その他宿泊関連業務の推進

宿 泊 要 項 宿 泊 本 部

標 準 献 立 作 成 方 針 標 準献 立 普 及実 施 要領

宿 泊 料 金 決 定

医 事 ・ 衛 生 基 本 方 針 環境衛生対策要項，防疫対策要項，馬事衛生対策要項 他

馬 事 衛 生 対 策 本 部

救 護 本 部 ・ 救 護 所

輸 送 ・ 交 通 基 本 方 針 輸 送 ・ 交 通 業 務 指 針

輸 送 交 通 基 礎 調 査 全国輸送計画，開・閉会式会場輸送計画，会場地輸送調整

輸 送 本 部交 通 規 制 計 画

タレント発掘事業およびジュニア強化事業（ジュニア競技者の発掘・育成、一貫指導システムの構築）

広 報 紙 発 行 ， Ｈ Ｐ 開 設 開 催 内 定 イ ベ ン ト 開 催 開 催 決 定 イ ベ ン ト 開 催 開催１年前イベント開催

県 民 運 動 基 本 計 画

県民運動・県民参加の推進

ボ ラ ン テ ィ ア の 募 集 ボランティアの養成

警 備 ・ 消 防 ・ 防 災
基 本 方 針 ・ 基 本 計 画

警 備 本 部

消 防 ・ 防 災 本 部

競技力向上基本方針

会

業務・実施要項等作成、関係機関との協力体制の整備・調整

募 金 ・ 企 業 協 賛
推 進 基 本 方 針 ・ 計 画 ・ 要 領

宿 泊 基 本 計 画

医 事 ・ 衛 生 基 本 計 画

輸 送 ・ 交 通 基 本 計 画

競技力向上対策基本計画

式 典 基 本 構 想

式 典 基 本 計 画

会場管理業務方針・推進計画 会 場 管 理 基 本 計 画

会 場 装 飾 基 本 計 画

係 員 編 成 計 画 係 員 編 成

式典準備の推進（式典プログラム、集団演技、式典音楽、炬火、その他）

式 典 基 本 方 針

開催１００日前イベント開催

県 民 運 動 基 本 方 針

競技力向上対策
（教育委員会内に本部設置）

タレント発掘事業およびジュニア強化事業（ジュニア競技者の発掘・育成、一貫指導システムの構築）

企業内チーム・地域スポーツクラブの支援

競技用具の整備（馬、ヨット、ボートなど）

競技力向上基本方針

推 進 基 本 方 針 ・ 計 画 ・ 要 領

競技力向上対策基本計画



第７４回国民体育大会 デモンストレーションスポーツ実施基本方針

第７４回国民体育大会において実施するデモンストレーションスポーツ（以下「デモスポ」

という。）は，公益財団法人日本体育協会の定める国民体育大会開催基準要項，同細則及び国

民体育大会デモンストレーションスポーツ実施基準並びに第７４回国民体育大会開催基本方

針に基づき，次の方針により実施する。

１ 実施目的

（１）デモスポの実施により，県民の国体への参加機会をより多く設けるとともに，実際

に参加することで「更なるスポーツの推進を図る国体」を目指す。

（２）多くのスポーツを行う機会をつくり，子どもたちから高齢者までそれぞれが好きな

スポーツを見つけ，生涯を通じた幅広いスポーツ活動に結びつくきっかけとする。

（３）デモスポの普及・振興を推進するとともに，世代間・地域間の交流の輪を広げ，活

力ある地域づくりを目指す。

２ 実施競技の選択

実施競技は，第７４回国民体育大会実施予定競技選択基本方針に基づき，次の事項につ

いて総合的に検討し，選択する。

（１）正式・公開・特別競技以外の競技で，（公財）茨城県体育協会（以下「県体協」とする。）

加盟，または，県体協が推薦する競技・レクリエーションであること。

（２）広く県民に普及していること，または，本県特有のものを含め，今後普及する見込

みがあること。

（３）競技団体の組織が整備されており，大会運営能力があること。

（４）原則として，既存施設での開催が可能であること。

（５）市町村及び競技団体の開催希望があること。

３ 会場地市町村の選定

会場地は，第７４回国民体育大会会場地市町村選定基本方針に基づき，次の事項につい

て総合的に検討し，選定する。

（１）実施するデモスポの普及・振興を推進する市町村であること。

（２）実施するデモスポの開催に必要な競技施設を有する市町村であること。

４ 実施方法及び実施期間

（１）実施方法及びその他の必要な事項は別に定める。

（２）実施期間は，原則として，第７４回国民体育大会の会期１ヶ月前から閉会までとす

る。ただし，総合開会式・閉会式当日は除くものとする。

（３）実施日数は，原則として１日とする。

５ 業務分担及び経費負担

業務分担及び経費負担については，第７４回国民体育大会県及び会場地市町村の業務分

担・経費負担基本方針に定めるところによる。

平成 25年 2月 12 日

第２回常任委員会決定



第７４回国民体育大会 競技施設整備基本方針

競技施設は，地方スポーツの普及・振興と地方文化の発展に寄与することを

目的とする国民体育大会の趣旨及び第７４回国民体育大会の開催方針に基づき，

国民体育大会開催基準要項の施設基準を尊重し，次により整備する。

１ 競技施設は，可能な限り県内の既存施設を活用する。

２ 施設整備を行う場合は，喫緊に必要な施設に限定するとともに，大会後に

おいても，地域住民に広く活用されるように配慮する。

３ 施設整備に当たっては，競技運営に支障がないように，計画の段階から当

該競技団体及び関係機関と十分協議する。

平成２４年５月２８日

第１回常任委員会決定



第７４回国民体育大会県及び会場地市町村の

業務分担・経費負担基本方針

第７４回国民体育大会の開催にあたり，県及び会場地市町村は，次の基本方

針に基づき業務を分担し，経費を負担するものとする。

ただし，関係機関からの補助を妨げない。

１ 県が分担する業務と負担する経費

（１） 全県的な業務推進の基本となる計画の策定及び当該計画の実施並びに

推進に必要な総合調整，連絡及び指導に関する業務を分担し，経費を負

担する。

（２） 開・閉会式の実施及び大会実施本部の運営等，全県的・総合的な国体業

務の準備・運営に関する業務を分担し，経費を負担する。

（３） 競技会場及び練習会場となる県有施設・設備の整備に関する業務を分担

し，経費を負担する。

２ 会場地市町村が分担する業務と負担する経費

（１） 競技会の会場地として必要な業務の計画策定及び当該計画の実施並び

に推進に必要な調査，連絡及び調整に関する業務を分担し，経費を負担

する。

（２） 競技会の開会式，表彰式並びに競技本部の運営等競技会実施の準備・運

営に関する業務を分担し，経費を負担する。

（３） 競技会場及び練習会場となる市町村有施設・設備の整備に関する業務を

分担し，経費を負担する。

３ 業務分担，経費負担の細目

県及び会場地市町村の業務分担，経費負担の細目については，別に定める。

平成２４年５月２８日

第１回常任委員会決定



第７４回国民体育大会 競技役員等養成基本方針

第７４回国民体育大会競技役員等の養成は，各競技会の円滑な運営と本県及び地域

スポーツの一層の普及・振興を図り，大会後も各競技の普及・強化につなげるため，

次の方針に基づいて計画的に推進する。

１ 競技役員等については，中央競技団体と連携のうえ，県内有資格者により必要人

員を確保することを目標として養成する。

２ 競技役員等のうち，審判員及び資格が必要な運営員の養成に当たっては，円滑な

競技会運営を図るため，各役員の負担軽減を考慮し，１人１競技を原則とする。

３ 競技役員等の養成に当たっては，県，会場地市町村及び競技団体等の業務分担を

明確にし，連携を図りながら計画的に行う。

４ 審判員及び資格が必要な運営員については，資格取得及び資質の向上が重要とな

ることから，各競技団体ごとに年次別養成計画を策定し養成する。

５ 資格が必要のない競技役員等については，本県及び地域スポーツの普及・振興を

図るため，広く県民の積極的な参加と協力を呼びかけ，会場地市町村及びその周辺

市町村において，確保することを目標として養成する。

平成２５年２月１２日

第２回常任委員会決定


